
    第１号　　平成２１年７月３日

      第１回開校準備委員会　開催
　■日時　平成２１年６月１８日（木）１０時から
　■場所　美しが丘西地区センター

　 元石川小学校の通学区域、通学距離の適正化及び仮設校舎の解消による教育環境向上を図るため、地域やPTA代表、学校
関係者等からなる「元石川小学校第二方面校開校準備委員会」を設置し、新設校の設置について検討していきます。
　

　平成２０年度義務教育人口推計では、元石川小学校の学級数が平成２６年度まで、２４学級のまま横ばいで
推移する見込みであるため、仮設校舎の解消の目途は立たない状況にあります。

横浜市教育委員会が平成１５年１２月に策定した、
「横浜市立小・中学校の規模及び配置の適正化並びに通学区域制度の見直しに関する基本方針」
に基づき、元石川小学校の通学区域、通学距離の適正化及び仮設校舎の解消による教育環境向上
を図るため、青葉区美しが丘西二丁目の学校予定地に小学校を新設することで対応します。

○　通学区域及び通学距離の適正化方策等
（１）通学区域制度の考え方
　　　現行の通学区域制度は、義務教育について、その適正な規模の学校と教育内容を保障し、これによって教育の機会均等
　　とその水準の維持向上を図ることを目的としている。
　　　学校は、地域社会の中核としての役割を果たすことから、横浜市では「『まち』とともに歩む学校づくり」を進めており、今後
　　も、住所によって就学すべき学校を指定する現行の通学区域制度を基本とする。
　　　その上で、指定校が必ずしも直近校でない等の通学距離に関する課題を解消するなど、通学区域のより一層の適正化に
　　努めるものとする。
　　　また併せて、保護者等市民の要望に応えるため、通学区域の一層の弾力化を推進する。
（２）通学区域の適正化方策
　　ア　通学区域設定に当たっての考え方
　　　　「学校規模」、「通学時間・通学距離」、「通学安全」、「地域コミュニティとの関係」を総合的に配慮して設定する。
　　イ　通学距離の考え方
　　　　○ 小学校：片道おおむね２km以内
　　　　○ 中学校：片道おおむね３km以内
　　ウ　通学距離の適正化方策
　　　　○　通学区域の変更
　　　　　　通学安全、地域コミュニティとの関係、学校の受入能力上支障がない限り、自宅から直近の学校が指定校となるよう
　　　　　に通学区域を変更する。
　　　　○　特別調整通学区域の拡大
　　　　　　直近校を指定校にする通学区域の変更ができない場合は、当面の対応策として特別調整通学区域の設定を拡大
　　　　　する。
○　その他の方策
　　通学区域の変更や特別調整通学区域の拡大の方策を講じても、なお指定校までの通学距離が小学校でおおむね
　２㎞、中学校でおおむね３㎞の範囲を超える場合には、状況に応じた通学環境改善策や通学支援策等を検討する。

基　本　方　針　（抜　粋）

　開校準備委員会では、今後、
　次の事項について検討していきます。
　　①「学校名」に関すること
　　②「通学区域」に関すること
　　③「通学安全」に関すること
　　④「学校施設」に関すること

元石川小学校 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 保有普通教室

児童数 795 874 867 859 840 821
学級数 23 24 24 24 24 24

27<内仮設8>

　元石川小学校の児童数・学級数の推計値

　学校規模の適正化方策等

　通学距離と通学方法

　元石川小学校の通学区域内には、一部望ましい通学距離の２㎞を超える地域があり、多数の児童が学校まで
バスを利用して通学している状況にあります。

　第１回開校準備委員会の説明・協議内容
　１　元石川小学校の状況について
　２　元石川小学校第二方面校の概要について
　３　元石川小学校第二方面校の通学区域（案）について

１ 元石川小学校の状況

※  平成２１年度は５月１日現在の実数値、それ以降は平成２０年度義務教育人口
  推計による推計値です。
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○　３ページ図中③の区域内の幼児数・児童数は少数であるため、案２～３の推計値は案１とほぼ変わらない見込みです。

 ２ 元石川小学校第二方面校の概要について

　　　設置場所　　　　　　　　　　　　：　青葉区美しが丘西二丁目４８－１
　　　開校予定年月日　　　　　　　 ：　平成２５年４月１日
　　　敷地面積　　　　　　　　　　　　：　１７，６８６㎡（小学校としては約１５，０００㎡を利用予定）
　　　新設校の施設等の概要       ：   当初建設の施設（予定）
                                                 普通教室　　　    未定
                                                 個別支援教室　　３教室
                                                 その他　　　　　   各種特別教室、多目的室、室内運動場、プール等
　　　開校準備委員会スケジュール：　平成２１年６月から平成２２年１月頃までに全５回開催する予定です。（予定）
　
       新設校整備スケジュール　 　：　下記のとおり（予定）
　
　

　　　※　２５年４月の開校のスケジュールから逆算すると、上記のようなスケジュールとなります。

 ３ 元石川小学校第二方面校の通学区域（案）について

■ 元石川小学校の通学区域及び通学距離の適正化が目的であるため、同校の現行の通学区域の分割を前提と
   します。
■　変更時期は、新設校開校の平成２５年４月とし、新設校の児童は、基本的に新設校の通学区域内の小学１年
　生から６年生までの児童で構成することとします。

平成２５年４月
開校

平成２３年１０月
工事着工

平成２１年９月
設計作業開始

学校規模（学級数、教室数）確定期限
⇒　平成２１年９月までに、
　　通学区域（案）を決定する必要があります！

　基本的考え方

　元石川小学校第二方面校の通学区域（案）

案１
　　新設校の通学区域を美しが丘西１丁目～２丁目全域、美しが丘西３丁目１番地～９番地・４３番地・
　　４５～５４番地・５７～５９番地・６１～６５番地、元石川町のうち美しが丘西保木自治会区域とした場合。
　　【通学区域】３ページ図中①
案２
　　新設校の通学区域を美しが丘西１丁目～２丁目全域、美しが丘西３丁目１番地～９番地・４３番地・
　　４５～５４番地・５７～５９番地・６１～６５番地、元石川町のうち美しが丘西保木自治会区域、
　　元石川町のうち元石川町愛郷自治会区域とした場合。
　　【通学区域】３ページ図中①＋③
案３
　　新設校の通学区域を美しが丘西１丁目～２丁目全域、美しが丘西３丁目１番地～９番地・４３番地・
　　４５～５４番地・５７～５９番地・６１～６５番地、元石川町のうち美しが丘西保木自治会区域とし、
　　元石川町のうち、元石川町愛郷自治会区域を元石川小学校と新設校を選べる特別調整通学区域
　　（※１）とした場合。
　　【通学区域】３ページ図中①

【特別調整通学区域】３ページ図中③

新設校 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 保有普通教室
児童数 772 751
学級数 22 21

すすき野小学校 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 保有普通教室
児童数 495 526 543 530 294 264
学級数 16 16 18 17 10 10

元石川小学校 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 保有普通教室
児童数 795 874 867 859 295 302
学級数 23 24 24 24 12 12

未定（※２）
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27<内仮設8>

　◇案１の場合の学校別児童数・学級数の推計値（※３、４）

案４
　　　新設校の通学区域を美しが丘西１丁目～３丁目の全域及び荏子田二丁目３６番地とした場合
　　【通学区域】３ページ図中①＋②
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○案４の通学区域を採用した場合には、すすき野小学校が極端に小規模化することが見込まれるため、

　　教育委員会としては課題があると考えています。

◇　いずれの通学区域案を採用した場合でも、新設校開校時には、新設校に通うこととなるのでしょうか。（委員）
→　基本的に、新設校の学区内の児童は新設校に通っていただくことになります。（事務局）

◇　案１～３だと、保木自治会は全て新設校に入ることになるのでしょうか。（委員）
→　提示している案については、美しが丘西保木自治会の区域は全て新設校に入ります。元石川町愛郷自治会の
　扱いが案１～３では異なります。（事務局）

 ４ 委員会での主なご意見・ご質問

※１　就学先の学校の選択肢が増える制度で、設定区域内の保護者は、指定校と受入校のいずれかを希望
　　により選択できる制度です。
※２　新設校の保有普通教室は、通学区域と学校規模が確定後に決定します。
※３　上記の推計は、平成２１年度は５月１日現在の実数値、それ以降は推計値です。
※４　現在、新設校学区からすすき野小学校へ指定地区外就学している児童については、新設校開校後、
　　半数が新設校へ転校すると仮定して計算しています。

新設校 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 保有普通教室
児童数 847 828
学級数 25 24

すすき野小学校 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 保有普通教室
児童数 495 526 543 530 214 181
学級数 16 16 18 17 7 6

元石川小学校

19

案１に同じ

未定（※２）

　◇案４の場合の学校別児童数・学級数の推計値（※３、４）

元石川小

美しが丘中

川崎市

嶮山小 荏子田小

①

②

建設予定地

すすき野小

すすき野中

③

　新設校周辺通学区域図

凡例（※地図中）

小学校学区線

中学校学区線

小学校

中学校

山内中
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 　　　　 開校準備委員会の委員は、次の方々にお願いしています。

元石川小学校第二方面校開校準備委員会委員（敬称略）

○委員長　　　関戸　輝夫 　 （美しが丘西保木自治会小学校建設促進委員会委員長）
○副委員長　 小野邉　旻　  （山内連合自治会会長）
○副委員長　 工藤　護        (すすき野連合自治会会長)
○副委員長   飯島　行夫   　(美しが丘西保木自治会会長)

○委員　　     金子　俊元　　　（美しが丘四丁目北自治会会長）
                   甘利　武彦　　　（美しが丘四丁目南自治会会長）
                   髙柳　隆　　     （元石川町愛郷自治会会長）
                   安藤　秀雄   　 （元石川平川自治会会長）
                   上山　一馬 　　 （すすき野北自治会会長）
　　　　　　　　 久米田　智子   （元石川小学校ＰＴＡ会長）
                   小堺　章弘　    （元石川小学校ＰＴＡ副会長）
                   八木下　裕美   （元石川小学校ＰＴＡ会計）
                   田之畑　美和　 （元石川小学校ＰＴＡ書記）
                   武井　美香　    （すすき野小学校ＰＴＡ代表）
                   正木　有美　    （すすき野小学校ＰＴＡ代表）
                   栢森　早苗       (山内中学校ＰＴＡ会長)
                   城所　律子       (すすき野中学校ＰＴＡ会長)
                   新開　健之       (元石川小学校校長)
                   菅原　惠市　     (すすき野小学校校長)
                   高瀬　茂           (山内中学校校長)
                   松原　均           (すすき野中学校校長)

横浜市教育委員会の基本方針、元石川小学校第二方面校開校準備委員会の検討内容等は
ホームページでもご覧いただけます。
[基本方針]　　http://www.city.yokohama.jp/me/kyoiku/gakku/gakku_houshin.pdf
[元石川小学校第二方面校開校準備委員会]　http://www.city.yokohama.jp/me/kyoiku/kadaikibo/index2.html

 元石川小学校第二方面校開校準備委員会は、常に皆さまからのご意見をいただいております。
下記事務局連絡先宛にご連絡ください。
[元石川小学校第二方面校開校準備委員会事務局]
　横浜市教育委員会事務局　学校計画課

Eメール：ky-motoishidai2@city.yokohama.jp
TEL：045-671-3319　FAX：045-651-1417

発行：元石川小学校第二方面校開校準備委員会事務局

 ６ 開校準備委員会の委員・事務局連絡先等について

当日の様子

 ５ 開校準備委員会の運営方法について

【次回委員会】平成２１年７月１６日（木）午前１０時～　美しが丘西地区センターにて

委員会で協議のうえ、次のとおり決定しました。
【代理出席】　代理出席者は、委員の代理として必要な伝達を行うものとし、委員からの事前の引継ぎ事項以外の意見
　　　　　　　具申は控えることと決まりました。
【傍聴】　傍聴を認めた場合、委員が傍聴者を意識して自由な意見が述べられなくなる等の弊害が考えられることから、
　　　　傍聴は認めないこととなりました。委員会の検討内容及び意見等については、開校準備委員会ニュースの配布・
　　　　ホームページ掲載により周知します。
　　　　　但し、報道機関等から傍聴の申し出があった場合については、委員長の判断により対応します。

◇　住宅の開発による児童数の増加は推計値を作成する際に考慮しているのでしょうか。（委員）
→　既に計画されている開発については、開発による児童数増加を見込んで推計値を作成しております。（事務局）

◇　子供会等の関係もあるため、通学区域は自治会単位を基準として決定するのが良いと思います。（委員）

◇　防災拠点は現在元石川小学校が指定されているが、新設校も防災拠点として指定するのでしょうか。（委員）
→　基本的には小学校又は中学校を指定をしていますが、地域の皆様の要望があれば、新設校を中心に地域防災
　拠点を設定することも検討していきたいと思います。（青葉区）

◇　新設校開校後の中学校区の見直しは検討するのでしょうか。（委員）
→　小学校の学区決定後、中学校区の調整についても検討していく予定です。（事務局）
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